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1．原子力規制の技術支援機関・原子力安全基盤機構の概要 

■ 原子力安全基盤機構（JNES）は、2003年10月に、原子力安全・保安院の技術支援
機関（TSO: Technical Support Organization）として設立された。 

 
■ 新潟県中越沖地震は、2007年7月16日に、柏崎・刈羽原子力発電所（NPP）近傍で

発生し、設計応答を約2倍も超える地震動が観測された。 
 ● JNES耐震安全部は、これらの原因究明等のため、2007年10月に設置された。 
■ 東北地方太平洋沖地震（東北地震・津波）は、2011年3月11日に発生し、津波が

福島第1NPPに襲来し、炉心損傷事故が発生した。 
 ● 原子力規制委員会及び原子力規制庁は、2012年9月に設立された。JNESは、支

援を行っている。 
 
■ JNESは、2004年12月のスマトラ沖津波を踏まえ、国際原子力機関（IAEA）国際耐

震安全センター（ISSC）の特別拠出金事業（EBP）として、津波EBP（2007年4月
～2010年3月）を開始した。 
 後継EBPも継続しており、EBP活動を通し、IAEA/ISSC技術基準にJNESの外的事
象安全研究成果を反映し、国際貢献している。 

 
■ 本報では、原子力規制のTSOとしてのJNESにおける2014年2月時点での津波関連安

全研究の活動について述べる。 

IAEA: International Atomic Energy Agency 
ISSC: International Seismic Safety Center, EBP: Extra Budget Programme 



■ 東北地震は、マグニチュード9.0として発生し、巨大津波が福島第１NPPに
襲来し、複数の海水給水系設備や非常用電源のデーゼル発電機が冠水した。 

■ 敷地外からの外部電源機能も地震動によって喪失し、全交流電源機能を喪
失した。 

■ 炉心冷却系機能が喪失し、炉心損傷が発生し、放射性物質が敷地外に放出
された。 

■ 多くの住民の方々が緊急に避難し、現在も避難生活を強いられている。 

■ 外的事象に対する原子力防災や原子力リスクコミュニケーションの重要性
が一層顕在化した。 

2．東北地震・津波による福島事故の概要と津波に係る原子力
規制の経緯 

2.1 東北地震・津波による福島事故の概要 

Cumulative dose of Cs-137

(Bq/m2) at 29th April 2011 

N/A Surveys Area 

Fukushima Dai-ichi NPP
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2.2 津波に係る原子力規制の経緯 

■東北地震・津波以前の耐津波設計 
・基準津波（押し波水位、引き波水位）を設定し、敷地高さと海水給水系ポン

プの津波引き波時の水位低下に対する機能を確認する程度であった。 
・津波荷重に対する構造評価の観点は、必ずしも十分ではない 
・基準津波を超えた場合の残余のリスク（炉心損傷、格納容器損傷等）評価に

関しても、津波PRA手法を整備中であった。 
■旧原子力安全・保安院（保安院） 
・福島第1NPP事故を受け、全事業者に対して、地震・津波に対する安全確保の

ための緊急対応を指示（2011年3月30及び4月10日）した。 
・この緊急対応を通し、津波に対する審査ガイド類の整備を進めた。 

■原子力規制委員会 
・これら等を参照し、新規制基準及び審査ガイドを2013年7月に整備したが、一

層実効的な手引きの策定が必要となった。 



■ 現地調査 

①H23.5.3-7（宮城県女川町～岩手県久慈地区 
までの被害調査） 

②H23.12.（女川NPPの被害調査（IAEA/ISSC） 

■ 調査に基づく重要課題の同定 
① 巨大地震・津波の発生、地震及び津波ハザード 

  の組み合せ巨大余震・誘発地震の発生  
② マルチサイト・ユニットにおけるリスク評価 
③ 自然災害と原子力災害の複合  
④ サポート系（海水給水系、電源系、信号系）機能喪失 
  による短時間での炉心損傷 
⑤ 複数の構造物・機器の同時損傷 
⑥ 隣接ユニットの従属性（U3の水素ガスのU4への影響） 
⑦ アクシデントマネジメント対策の重要性 
⑧ 原子力リスク情報の伝達の有り方 
⑨ 市民とのコミュニケーションの有り方 

Outline of Walkdown
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岩手県宮古市姉吉地区で
の最大遡上38.9mと石碑 

現地調査 

波力 洗掘 5 

3.1 東北地震・津波の被害調査と課題の同定 

3．福島NPP事故によるJNES津波関連安全研究活動 



発電所敷地高さと海水面の模式図 
残留熱除去系等軽油タンク

ディーゼル
発電機

起動変圧器

原子炉機器冷却
系海水ポンプ

津浪PRAでの同定事故シナリオ 福島NPPでの事故 

(1) 海水給水系の機能喪失 左記発生 

(2) 電源の機能喪失 同上 

(3) 費用用ディーゼル発電機の機能喪失 同上 

(4) 開閉所変圧器の機能喪失 同上 

(5) 原子炉建屋の冠水 同上 

(6) タービン建屋の冠水 同上 

津波の引き波・遡上 原子炉機器冷却系海水ポンプの冠水

砂丘･堤防
基準水位

取水塔

取水トンネル

取水槽

土砂等の流入による貯水機能の障害海水取水機能障害

■ 東北地震前の津波PRAの事故シナリオと福島第１の事故は、良く一致 
    ⇒ 津波PRAの有用性が明らかになった。 

3.2津波PRA技術の有用性の確認 
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a a’
a-a’面の概略図

今回の
地震の

震源域

プレート境界の浅部：30m程度のゆっ
くりした大きなすべりで、巨大津波を
発生させた

プレート境界の深部：浅部に比べ相対的に
すべりが小さいが、陸域に近いため強い
地震動を発生させた

a a’
a-a’面の概略図

今回の
地震の

震源域

プレート境界の浅部：30m程度のゆっ
くりした大きなすべりで、巨大津波を
発生させた

プレート境界の深部：浅部に比べ相対的に
すべりが小さいが、陸域に近いため強い
地震動を発生させた

Ｂ
Ａ

★：main shock★：main shock

引用元：防災科学技術研究所 引用元：港湾空港技術研究所 

■震源域ｰ (1), (2) 

■観測地震動ｰ (3) ■観測津波水位ｰ (4) ■すべり量分布 ｰ(5) 

引用元：国土地理院・海上保安庁 

最大約
60m 

 ① 巨大な地震規模Mw9.0 

 ② 複数震源域の空間的連動 

 ③ 観測地震動に見られる地震の時間差発生 

 ④ 観測津波水位における異なる性質の波の重なり 

 ⑤ 日本海溝付近の大きなすべり量分布 

地震及び津波の特徴 

測地データから推定 
岩手県南部沖のGPS波浪計の記録（第一波） 

① 

③ 

② 

浅い領域：
高い津波 

やや深い領域：
エネルギー大 

3.3 東北地震・津波の原因究明と日本国政府IAEA閣僚会議報告書の作成支援 

(1) 東北地震・津波の原因究明 



8 

 （１）東北地震・津波の特徴の考慮 
  ① 巨大な地震規模Mw9.0 
  ② 複数セグメントの連動 
  ③ 観測地震動に見られる時間差発生 
  ④ 観測津波水位に見られる異なる性質の波の重なり 
  ⑤ 日本海溝付近の大きなすべり量分布 

（２）原子力サイト以外の広域の観測津波波形・痕跡高と、４原子力サイ
における観測津波波形・痕跡高を１つの波源モデルで再現 

  ・４原子力サイト： 女川、福島第一、福島第二、東海第二 

  ・１つの波源モデルによる再現のメリット 

    ⇒原子力サイト間の津波高の相違の比較・分析を、共通の条件で可能 

原因究明の前提条件（１/５） 
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波源モデルにおける破壊時間の違い毎のすべり量分布（２/５） 

a) 0~60秒 b) 60~120秒 c) 120~180秒 

d) 180~240秒 e) 240~300秒 f) 合計すべり量分布 

a) 滑りは、破壊開始点から拡がり 

b) やや深い方に拡がった後 

c) 主に海溝沿いの浅い部分に移行 

d-e)  継続 

  ●最大すべり量：78m 

  ●Mw：9.1 

78 

地震・地震動に係る震源モデ
ルの推定結果とほぼ一致 



G801 

G802 

G807 

宮城中部沖  

岩手南部沖 

岩手北部沖 

観測津波波形の特徴の第一
波の波形形状を良く再現 
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Simulation
Observed

G802/col:2 FT02_AB3C7D5/col:4
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Simulation
Observed

G801/col:2 FT02_AB3C8D9/col:3

地震発生からの経過時間 （分） 

GPS波浪計 
沿岸波浪計 

原子力サイト以外の観測津波波形の再現結果(３/５)  



女川原子力 
発電所 

原子力発電所における観測津波波形の再現（４/５） 

福島第一原子力 
発電所 

東海第二原子力 
発電所 各原子力発電所の観測津

波波形の形状を良く再現 

0 15 30 45 60 75 90 105 120 135 150
-15

-10

-5

0

5

10

15
J18 : Onagawa

Time(min)

W
a
v
e
 H

e
ig

h
t(

m
)

 

 

Simulation

Observed

110726_TP換算後に潮位除去_女川観測記録_20110311_matlab/col:2 FT02_ExtEF_ABCDEF/col:2

Max 12.3m

Max 12.3m

地震発生後の経過時間
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Simulation

Observed

TP換算_潮位除去_福島第一波高計記録03111430-03111530/col:2 FT02_FK1/col:31

計測不能によるデータ欠損

Max 9.6m
Max 6.9m（計測時間中）

地震発生後の経過時間
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TP換算_潮位除去_福島第一波高計記録03111430-03111530/col:2 FT02_FK1/col:31

計測不能によるデータ欠損

Max 9.6m
Max 6.9m（計測時間中）

地震発生後の経過時間
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Simulation

Observed

地盤変動考慮_TK2_実測波形/col:2 FT02_TK2/col:15
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地震発生後の経過時間
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Simulation

Observed

110726_TP換算後に潮位除去_女川観測記録_20110311_matlab/col:2 FT02_ExtEF_ABCDEF/col:2

Max 12.3m

Max 12.3m

地震発生後の経過時間

GPS波浪計 

沿岸波浪計 

原子力発電所サイ
ト 

地震発生からの経過時間 （分） *福島第二では計測不能につき観測記録がない。 
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福島第一・150m水深点 

福島第二・150m水深点 

○福島第一と第二の沖合150ｍ水深点の最大水位： 小断層S01のピークが支配 

○両者の最大水位の差(1.5m)：小断層S01とS02,W10の波形の重なるタイミングによる 

   ⇒ 破壊時間の違いの影響が大きく、この要因の反映が必須 
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福島第一と福島第二の津波高の相違に関する分析（５/５）  



1.シビアアクシデント防止策の強化  
  (1) 地震・津波への対策の強化  
  (2) 電源の確保  
  (3) 原子炉及び格納容器の確実な冷却機能の確保  
 (4) 使用済燃料プールの確実な冷却機能の確保  
 (5) アクシデントマネジメント（AM）対策の徹底  
  (6) 複数炉立地における課題への対応  
  (7) 原子力発電施設の配置等の基本設計上の考慮  
  (8) 重要機器施設の水密性の確保  
2.シビアアクシデントへの対応策の強化  
   (9) 水素爆発防止対策の強化  
(10) 格納容器ベントシステムの強化  
(11) 事故対応環境の強化  
(12) 事故時の放射線被ばくの管理体制の強化   
(13) シビアアクシデント対応の訓練の強化   
(14) 原子炉及び格納容器などの計装系の強化  
(15) 緊急対応用資機材の集中管理とレスキュー 
   部隊の整備 

IAEA日本国政府報告書（2011.6）における２８教訓 

3.原子力災害への対応の強化  
(16) 大規模な自然災害と原子力事故との 
    複合事態への対応  
(17) 環境モニタリングの強化  
(18) 中央と現地の関係機関等の役割の明確化等  
(19) 事故に関するコミュニケーションの強化  
(20) 各国からの支援等への対応や国際社会への 
   情報提供の強化  
(21) 放射性物質放出の影響の的確な把握・予測  
(22) 原子力災害時の広域避難や放射線防護基準の 
   明確化  

4.安全確保の基盤の強化  
(23) 安全規制行政体制の強化  
(24) 法体系や基準・指針類の整備・強化  
(25) 原子力安全や原子力防災に係る人材の確保  
(26) 安全系の独立性と多様性の確保  
(27) リスク管理における確率論的安全評価手法 
   （PSA）の効果的利用  

5.安全文化の徹底  
  (28) 安全文化の徹底  

(2) 日本国政府IAEA閣僚会議報告書作成の支援 

・JNESの現地調査や原因究明の結果は、日本国政府IAEA閣僚会議
報告書（2011.6）における地震・津波関連章に反映された。 

・報告書内２８の教訓にも反映された。 



(1) JNES外的事象安全研究ロードママップ作成 

3.4 JNES外的事象安全研究ロードママップ作成及び各種手引きの公開 

・JNESは、3.1の課題やIAEA閣僚会議報告書28の教訓に基づき、 
 次の外的事象安全研究ロードマップを作成した。 

H18.9 H19.7 H23.3 H24.9

耐震審査
指針改訂

中越沖
地震

東北地方太
平洋沖地震

原子力規制
委員会発足

H25.3

Ⅰ－１新規制基準（設計：地震･津波等）

Ⅰー２ 新規制基準（重大事故対策）

Ⅱ．防 災

Ⅲ．その他

(7)竜巻影響評価ガイド

(1)敷地内及び敷地周辺
の地質・地質構造調査
に係る審査ガイド

(2)基準地震動及び耐震設
計方針に係る審査ガイド

(3)基準津波及び耐津波設
計方針に係る審査ガイド

(4)基礎地盤及び周辺斜面
の安定性評価に係る
審査ガイド

①断層の活動性評価
手引き

②基準地震動評価手引き

③三次元地下構造モデル
作成手引き

④基準津波評価手引き

⑤津波堆積物調査･評価

手引き

⑥津波設計・評価手引き

⑦基礎地盤および斜面の
安定性に係る設計･リスク
評価手引き

⑨竜巻影響評価手引き

H25.7（バックフィット開
始）

H25.12

①REレポート

②REレポート

③RCレポート

④REレポート

⑤REレポート

⑥REレポート

⑦REレポート

⑧RCレポート

イ．ハザード

ロ．フラジリティ

H24年度～H23年度 H25年度 H27年度

■安全規制 (NRA/JNES) ■耐震安全研究(JNES)

5) 地震、津波等外的事象に係る原子力リスクのコミュニケーション手法の高度化

H26年度

3) 地震・津波以外外的事象PRA手法の整備（地震起因火災・内部溢水、火山等）

2) ﾏﾙﾁﾊｻﾞｰﾄﾞ、ﾏﾙﾁﾕﾆｯﾄ/ｻｲﾄに係るPRA評価手法の整備

1) シビアアクシデント対策等を考慮したレベル１～３PRA手法の高度化

6) 斜面安定性評価手法の整備

5) 浸水対策設備の耐力データ整備

4) 経年事象を考慮したフラジリティ評価解析コードの整備

3) 地震・津波等を考慮した経年化評価手法の高度化

2) 地震PRA評価に関するフラジリティ評価手法（ＡＭ設備含む）の高度化

1) 耐津波設計・ﾌﾗｼﾞﾘﾃｨ評価手法の整備

4) 地震･津波に対する防災情報システムTiPEEZの高度化

1) 変動地形学、地質学、地球物理学に基づいた活断層（震源断層）評価手法の高度化

4) 震源極近傍の地震動評価手法の整備

3) 断層変位ハザード、津波ハザード評価手法の整備

5) マルチハザード評価手法の整備

6) 津波堆積物調査･評価手法の整備

(5)耐震設計工認審査ガイド

(6)耐津波設計工認審査ガイド
⑧免震構造の審査手引き

⑨REレポート

耐震・耐津波バックフィット審査

ハ．リスク

H25.6末

H28年度

ガ
イ
ド

●安全研究成果を反映した審査手引き

●REレポート内の課題及びロードマップ

2) 地震動伝播経路特性・サイト特性の評価手法の高度化

(1)ＰＲＡ審査ガイド

(2)安全裕度審査ガイド

ガ
イ
ド

・地震･津波ＰＲＡ審査手引き

・地震津波以外の
外的事象ＰＲＡ審査手引き

・ＰＬＭ審査マニュアル

3ＩＡＥＡ/ＥＢＰにおける外的事象関連基準への反映（Safety Guide,Safety Report,TECDOC計15編の作成）



(2) JNESにおける各種手引きの作成・公開 

■ JNESでは、上記安全研究ロードマップに基づき研究を進め、研究成果を
報告書にまとめ公開した。以下に、津波関連のものを挙げる。 
① 確率論的津波評価に基づく基準津波策定手引き(JNES-RE-2013-2041) 
② 津波堆積物調査・評価に関する手引き(JNES-RE-2013-2022) 
③ 津波堆積物調査ハンドブック(JNES-RE-2013-2039) 
④ 津波に対する構造設計・リスク評価手引き(JNES-RE-2013-2022) 
⑤ 地震・津波PRA手法に基づく耐震・耐津波裕度評価コードSAMMARGの

使用手引き(JNES-RE-2013-2047)  
⑥ 地震・津波等外的事象に対する原子力災害対応システム(TiPEEZ)の

適用に関する手引き(JNES-RE-2013-2031) 
 

■主な手引きの特長 
 ①の手引き: 確率論的津波ハザードにおける 

超過頻度を判断指標として、基準津波を策定 
 ④の手引き： 

津波構造設計後、津波リスク評価を行い、 
炉心損傷頻度の性能目標と十分対応して 
いない場合、設計を見直すとの基本概念と、 
プラント生涯に亘る評価 



大型水路寸法 

  
 ○模型縮尺1/１0 

 ○実験模型（防潮堤模擬） 

  ・幅1.1ｍ×奥行1.2ｍ×高さ1.2ｍ×厚み0.2ｍ 

  
○長さ１８４m×幅３．５m×深さ１２m

の大型水路（（独）港湾空港技術研

究所） 

○試験条件 

 ・波高：1.1ｍ 

 ・斜面勾配：1/10（防潮堤前面） 

■ 防潮堤試験 
・津波の波力特性等に係る基礎データ取得 
・防潮堤の構造健全性、機能限界データ取得・評価 

大型水路試験 試験対象：防潮堤 
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(3) ロードマップに基づく津波関連試験研究の例 



 

 ・片開き扉：サイズ（1m×2m） 

 ・扉枠許容せん断変形：2000μ、許容漏水量：0.02m3/h/m2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

試験結果（イメージ） 

水頭圧 

漏水量 
せん断変形
=0μ 

設計×1.0 設計
×2.0 

設計
×3.0 

0.02m3/
h/m2 

水頭圧 

漏水量 せん断変形
=+2000μ 

設計
×1.0 

設計
×2.0 

設計
×3.0 

0.02m3/
h/m2 

水頭圧 

漏水量 せん断変形
=+4000μ 

設計
×1.0 

設計
×2.0 

設計
×3.0 

0.02m3/
h/m2 

 

・水密扉の地震荷重下での水密性確認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

せん断変形（縦軸）と水圧試験（◆）の組合せ 

せ
ん
断
変

形
（

μ
）
 

試験ケースNo. 

■水密扉の耐性及び浸水防止機能限界試験 

試験内容 

試験装置計画図（静的加力＋水圧試験） 

アクチュエーター 水圧タンク 試験体 （出典：静岡県ホームページ） 

（出典：中部電力ホームページ） 

（出典：原子力規制委員会ホームページ） 

試験に用いる水密扉仕様 水密扉の例 
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3.5 原子力規制委員会の規制基準及び審査ガイド作成支援 

・原子力規制委員会は、新規制基準（設計：地震・津波等、重大事故対
策）及び防災基準、これらに係る各種審査ガイドを作成した。 

・JNESは、安全研究成果を新規制基準及び審査ガイドに反映・支援した。 

○JNES手引き（具体的な評価手法等）

・ 活断層活動性評価手引き

・ 基準地震動評価手引き

・ 地下構造評価手引き

・ 震源極近傍の地震動評価手引き

・ 基準津波評価手引き

・ 津波に対する構造設計・リスク評価手引き

・ 津波堆積物・評価手引き

・ 地盤・斜面安定評価手引き

■ 規制の体系
○審査ガイド

・敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査 に係る審査ガイド

・基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド

・基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド

・基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価に係る審査ガイド

・耐震設計に係る工認審査ガイド

・耐津波設計に係る工認審査ガイド

・竜巻影響評価ガイド

安全研究ロードマップ

新規制基準
規則

（目標）

（機能要求）

安全目標
性能目標

レベル１

レベル２

レベル３

レベル４

審査ガイド

学協会・民間規格
（仕様規定）

■原子力規制委員会

■JNES

技術的
サポート（性能要求）



Ⅳ-19 

動 機 ：2004年スマトラ沖津波でのインドNPP設備の被害 
実施項目：① 地震・津波に対する原子力防災システムTiPEEZの普及 
     ② 原子力施設の津波ハザード評価手法の普及 
対象国・実施期間：IAEA加盟国、特ににアジア諸国、2007.4～2010.3  

JNES開発のTiPEEZと津波解析コードの提供および運用支援 

IAEA 

JNES 

実施項目1参加国 

実施項目2参加国 

韓国 

インド 

パキスタン 
エジプ
ト 

トルコ 

インドネシア 

IAEA 米国 

JNES 

原子力津波防災情報 
システムのネットワーク 

モニタリングポ
スト計測値に基
づく 線量評価 

避難・輸送ロジ
スティクス評価 

実施項目 ２ 
津波解析コードの提供 

と技術訓練 

実施項目 1 
原子力施設の津波・地震防災 
情報システムの提供と運用支援 
適用予定国（インド，韓国） 

プラント浸水評価 

JNES 

スマトラ地震による津波被害 

4.1 IAEAにおける国際活用 

4. 国内外におけるJNES津波関連研究成果の活用 



f) 橋梁損傷 

d)震度 

避難輸送計画工程 
緑線: 通行可能ルート 
赤線 : 避難推定ルート 輸送手段

の選択 

sample site 
e) 津波水位 

g)斜面損傷 

ハザード評価 

フラジリティ評価 

モニタリングデータに基づく放射性
物質分布評価 

NPP敷地内 NPP敷地外 

自動避難ルート評価 自治体、市民 
等への伝達 

TiPEEZの主な機能：施設被害・線量・避難経路推定機能 

TiPEEZ:: Protection of NPPs against Tsunami and Post Earthquake 
consideration in the External Zone 



適用国（サイト）に応じた活用  

- プラント安全対策検討  

- 地域防災計画の有効性評価 

TiPEEZのインストール 

地域特性に応じ
た推定機能の 
カスタマイズ 

基本デー
タの作成 

緊急時（図上）訓練   

I
A
E
A
 
E
B
Pの

成
果

目
標

 

■成果目標 
 ・適用国（機関）における自律的なカスタマイズと運用のための技術移転 

インド・電力公社本社における

IAEA/JNES支援による  
TiPEEZを用いた緊急時訓練実施の様子

（2010年2月） 

TiPEEZ活用の例（インド：クダンクラムNPP） 



4.2 国内における活用 

(1) 新潟工大(NIIT）耐震・構造安全センターでの活動 

・新潟工科大学（NIIT）耐震・構造安全センターでは、中越沖地震を踏まえて、
NIIT/JNES/東京電力の産学官が連携し、耐震・構造安全研究委員会を通して
研究活動を進めた。 

・津波関連研究としては、日本海の津波を 
対象として、 
日本海周辺国 日本、韓国、露国、中国、 
IAEAが連携し、IAEA国際ワークショップ 
によって議論することが計画されている。 

日本海

日本海の海底地形のモデル

大和堆

北海道

東北
朝鮮半島

Ⅳ-21

波源

北海道

ポーハン

ハフムン

大陸に到達した津波
の反射を考慮

海底地形の隆起
による津波の増
幅を考慮

津波が日本海を伝播する様子の解析結果の例

境港

柏崎日本海

比較
地点

第一波到達時間（分）

解析結果 観測記録

柏崎 60 60

境港 105 110

第一波到達時間に対する
解析結果と観測記録の比較

比較地点
第一波到達時間（分）

解析結果 観測記録

ハフムン 100 110

ポーハン 110 112

第一波到達時間に対する
解析結果と観測記録の比較

ウォルソン
原子発電所

朝鮮半島
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■ 参加者： 市民、市役所職員、消防関係者等約８０名 
■ NIIT・JNES：住民視点に立った防災訓練計画の検討のために、市民向けに

TiPEEZのデモンストレーションとアンケート調査を実施。 
■デモンストレーションのシナリオ：  
  ① 地震･津波の被害推定結果やバスによる避難方法を、柏崎市役所及びコ

ミュニティセンター各TiPEEZに伝達。 
  ② 市役所・コミュニティセンターから柏崎耐震センターに対し、避難所

の待機者数や現地の橋梁等の被害情報を伝達し、これら現場からの情
報に基づき再推定を実施し、双方向の情報連携の具体的方策を示す。 

■ アンケートの結果： 参加市民の84%はTiPEEZを用いた防災訓練への参加に
前向きの姿勢を示す。 

⇒ 福島事故を契機に高まった市民の問題意識の表れであり、 
TiPEEZの立地地域での活用の道筋を示唆。 

新潟工大主催「市民公開講座：TiPEEZデモンストレーション（2022.11.10）」  

(2) NIIT/JNESにおけるTiPEEZを用いた外的事象に対する原子力防災研究 
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■ JNES及びNIITは、柏崎・刈羽市民／メディア／教育機関／自治体（柏崎
市、刈羽村）の協力を得て、IAEAと連携して、原子力リスクのコミュニ
ケーション研究を進めている。 

■ IAEA/JNESは、市民参加型の国際情報伝達に関するワークショップ
（2011.12,NIIT）を開催。 

■ 原子力防災の実効性向上のためには、被ばくの程度が避難の方向、距離、
所要時間等に大きく依存すること等原子力リスク情報のコミュニケー
ションとTiPEEZ情報伝達との連携が必須となる。 

■ 以上の内容は、IAEA国際耐震安全センターの「TiPEEZ技術基準」と「地
震・津波等外的事象に対する原子力リスクコミュニケーション基準」に
反映中である。 

原子力リスクコミュニケーション研究の概要 



地元自治体 地元メデア 

IAEA 
地元市民 

市民・専門家によるパネルディスカッション 

■「今は同意していないという状態であることに同意する（agree to disagree）」
の認識が重要 

■「不毛の対立を超えて意義のある不一致」の実現が必要 

WSでは基調講演の内容が合意される 

IAEA国際情報伝達に関するワークショップ（2011.12,NIIT） 

基調講演 



IAEA国際地震・津波ハザードに対する安全評価・対策専門家会議 
（2012.8,ウイーン：37ヶ国,120名）(3/3)  

■JNESは、演題「地震・津波に対する原子力防災・原子力リスクコミュニケーション」におい
て、柏崎・刈羽地域における原子力リスクコミュニケーションの実践例を発表。 

■パネルディスカッションの４トピックスの１つに「リスクコミュニケーション」が取上げられ、 
  議長決議書中の重要課題として「原子力リスクコミュニケーション戦略」が明記。 

会議状況 

パネルディスカッション 



５．まとめ 

■ JNESは原子力規制のTSOとして、東北地震・津波での
福島第1NPP事故を踏まえ、外的事象に係る安全研究
ロードマップを作成し、安全研究を進め、多くの評価
手引きを公開した。 

■ これらの研究成果を、柏崎刈羽地域やIAEA等、国内外
において活用している。 


